
Ⅰ.  問題と目的
　現在、我が国では重度の障害や重複障害を有する
ために学校への通学が困難な児童生徒の教育保障と
して、教員が家庭や病院、施設に派遣されて教育活
動を行う「訪問教育」の制度がある。訪問教育は学
校教育法第七十二条に規定する特別支援学校におけ
る教育方法の一つとされ、学校教育法施行規則第百
三十一条では、「特別支援学校の小学部、中学部又
は高等部において、複数の種類の障害を併せ有する
児童若しくは生徒を教育する場合又は教員を派遣
して教育を行う場合において、特に必要があるとき
は、第百二十六条から第百二十九条までの規定にか
かわらず、特別の教育課程によることができる。」

（下線は著者）と規定されている。
　我が国の訪問教育の歴史について、細村（1980）
によれば、訪問教育の先駆的試みは1966年に大分
県退職女教師連合会による家庭訪問指導の試みで
あり、民間団体による奉仕活動であった。そして
1968年には北九州市教育委員会による訪問教育が
始まり、翌年度には計9県市区教育委員会で実施さ
れていた。その後、1979年度からの養護学校義務
制に向けてその前年に文部省初等中等局長通達「教
育上特別な取扱いを要する児童・生徒の教育措置に
ついて」（文部省, 1978）が発出され、就学猶予・

免除の対象が、「治療又は生命・健康の維持のため
療養に専念することを必要とし、教育を受けること
が困難又は不可能な者」に限定された。また、同年
に公表された「訪問教育の概要（試案）」（文部省初
等中等教育局特殊教育課, 1978）では、訪問教育の
趣旨（心身の障害のため通学して教育を受けること
が困難な児童・生徒に対する教育措置）、法的根拠

（養護学校等における教育の一形態 〔学校教育法 第
七十一条〕）、教育課程等（授業は年間35週以上にわ
たって行うよう計画し、週当たり4時間程度〔週2
日、2時間ずつ〕を原則）、訪問教育担当教員の身分・
処遇等（訪問教育を担当する者は、訪問教育の対象
となる児童・生徒の在籍する養護学校に所属する教
員であること）が示され、翌1979年度からの訪問
教育制度化の準備がなされた。養護学校義務制と訪
問教育制度化により、就学猶予・免除の学齢児童生
徒数は1978年度9,872人（猶予6,258人, 免除3,614
人）だったものが1979年度3,384人（猶予2,424人・
免除960人）に急減し、我が国における重要な教育
制度となっている（園山・趙, 2017）。
　最新の2019年度学校基本調査結果によれば、特
別支援学校における訪問教育対象児童生徒は2,823
人（ 小 学 部1,247人、 中 学 部754人、 高 等 部822
人）となっている（文部科学省, 2020）。文部科学
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教員を派遣して教育を行う場合について, 特に必要
があるときは, 実情に応じた授業時数を適切に定め
るものとする。」（p.77, 下線は著者）とされている。
　訪問教育の対象児童生徒は重度または重複障害の
ために通学が困難な児童生徒であり、特別支援学校
に通学可能な児童生徒に対する教育環境、教育方
法、教育内容とは大きく異なり、児童生徒の実態に
応じてより一層の創意工夫が必要である。そして、
より適切な訪問教育のあり方を見出すためには研究
的手法が必要になると思われる。本研究では、我が
国の和文研究誌に掲載された訪問教育に関する学術
論文をレビューし、研究動向を明らかにすることを
目的とする。

Ⅱ.  方法
　１.  和文論文検索
　1）データベース：使用したデータベースは、国
立情報学研究所が提供する日本の学協会刊行物・大
学研究紀要・国立国会図書館の雑誌記事索引データ
ベースであるCiNii Articles（以下, CiNii）、及び国立
研究開発法人科学技術振興機構が構築した日本の科
学技術情報の電子ジャーナル出版を推進するプラッ
トフォームであるJ-STAGEであった。
　2）検索語と検索方法：「訪問教育」を検索語とし
た。CiNii による検索では、検索フォームの「タイ

省（2020）のデータを基に、図1に1988年度から
2019年度までの訪問教育対象児童生徒数の年度推
移を示した。その間、1997年度から高等部の訪問
教育が試行的に実施され、1999年度に完全実施さ
れている。近年の訪問教育対象児童生徒数は横這い
もしくは漸減傾向にあるが、一方で、特別支援学
校に在籍する医療的ケアが必要な幼児児童生徒数
は2009年 度6,981人 か ら2018年 度8,567人（ う ち
小・中・高等部8,528人中, 通学生6,297人, 訪問教
育2,231人）に増加している（文部科学省, 2019）。
訪問教育対象児童生徒は医療的ケア児のみではない
が、対象児童生徒数の変化の背景には、特別支援学
校を含めた学校教育における医療的ケア体制の拡充

（園山・佐藤・趙・前林, 2020）があると考えられる。
　訪問教育については学習指導要領にも特記されて
いる。2017年4月に告示された「特別支援学校小学
部・中学部学習指導要領」（文部科学省, 2018）で
は、総則4－2に「障害のため通学して教育を受け
ることが困難な児童又は生徒に対して, 教員を派遣
して教育を行う場合については, 障害の状態や学習
環境等に応じて, 指導方法や指導体制を工夫し, 学
習活動が効果的に行われるようにすること。」（p.70, 
下線は著者）とされ、総則8－6で「重複障害者, 療
養中の児童若しくは生徒又は障害のため通学して教
育を受けることが困難な児童若しくは生徒に対して

 

図 1 訪問教育対象児童生徒数の年度推移 

注）「特別支援教育資料（令和元年度）」（文部科学省，2020）に基づき第 1 著者作成 
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Ⅲ.  結果
　レビュー対象論文19件の分析項目ごとの分析結
果を、巻末の付表に示した。以下、Noは付表に記
した論文Noを示す。発表年が最も古い論文は古屋・
林（1995）であった。第1著者の所属は、養護学
校・特別支援学校11人、大学7人、国立研究所1人
であった。掲載雑誌は、特殊教育学研究7件、発達
障害研究4件、育療3件、日本重症心身障害学会誌
1件、SNEジャーナル1件、発達障害システム学研
究1件、日本教育工学学会論文誌1件、日本在宅ケ
ア学会誌1件であった。研究手法と研究テーマは、
実践研究11件（指導経過の検討9件〔うち高等部4
件〕、遠隔教育2件）、総説4件（訪問教育と在宅ケ
ア1件、施設・病院訪問教育1件、家庭訪問教育1
件、訪問教育の歴史と現状1件）、調査研究2件（病
気授業実践と授業研修1件、病気療養児の体験的学
習1件）、文献研究2件（研究動向と課題1件、訪問
教育の到達点1件）であった。研究対象・参加児の
うち事例は計12事例（小学部5人、中学部1人、高
等部5人〔うち1人はNo10とNo11の対象児〕、不
明1人；No9とNo12は各2事例）あり、訪問先は
家 庭9人（No1、No4、No5、No6、No9、No10

〔No11と重複〕、No12〔2事例〕、No18）、病院2
人（No9、No19）、施設1人（No16）であった。障
害状況は、重症心身障害6人（No1、No5、No10

〔No11と重複〕、No16、No18、No19）、医療的ケ
ア（教科学習可能）4人（No4、No6、No12〔2事
例〕）、小児がん1人（No9）、心の問題1人（No9）
であった。

Ⅳ.  考察
　1979年度に訪問教育が制度化されすでに40年が
経過しているが、レビュー対象論文に選定された論
文は19編と少なかった。論文の第1著者も研究者
は8人であり、養護学校・特別支援学校教員の方が
11人と多かった。これは、訪問教育を研究テーマ
としている研究者が少ないことを反映しているかも
しれない。科学技術振興機構が運用するデータベー
ス型研究者総覧 researchmap の「研究者検索（詳細
検索）」フォームの「研究テーマ」に「訪問教育」を

トル」に「訪問教育」を入れ検索した（検索日2020
年8月21日）。J-STAGEによる検索では、検索フォー
ムの「論文タイトル」に「訪問教育」を入れ、かつ、

「資料種別」としてジャーナル、会議論文・要旨集、
研究報告・技術報告、解説誌・一般情報誌、その他、
のすべてを対象に検索した（検索日2020年8月21
日）。検索の結果、CiNiiでは204件が、J-STAGEで
は23件が検出され、合計で227件が検出された。
２.  レビュー対象論文の選定
　検出された論文227件の内容を第1著者と第2著
者が確認及び協議し、以下の手順でレビュー対象論
文を選定した。その選定結果を第3著者が最終確認
し、レビュー対象論文を確定した。
　検出された論文について、まず重複したもの38
件、次いで日本学術会議協力研究団体に非登録の学
会等雑誌論文133件、学会発表記事34件、無関係
のもの3件の合計208件を除外した。その結果、日
本学術会議協力学術研究団体機関誌論文は19件で
あり、この19論文をレビュー対象論文とした。日
本学術会議協力研究団体に非登録の学会等雑誌論文
は大学等の紀要を含め、日本学術会議協力学術研究
団体に登録されていない学会等の機関誌に掲載され
た論文であり、登録の有無は日本学術会議協力研
究団体のデータベースである「学会名鑑」（https://
gakkai.jst.go.jp/gakkai/site/）に よ り 確 認 し た。
J-STAGEで検出されたものは、無関係のもの1件を
除く他のすべてはCiNiiで検出されたものであった。
なお、除外した日本学術会議協力研究団体に非登録
の学会等雑誌論文の中で主な雑誌は、「障害者問題
研究」掲載論文が25件と最も多く、次いで「特殊教
育」11件、「みんなのねがい」8件、「肢体不自由教
育」5件であった。
３.  レビュー対象論文の分析項目と分析方法
　分析項目として、①「著者・第1著者所属・発表
年・掲載雑誌」、②「研究手法」、③「研究テーマ」、
④「研究対象・参加児」、⑤「研究方法」、⑥「研究
成果」を設けた。各分析項目について第1著者と第
2著者が論文内容を確認・協議し、その分析結果を
第3著者が確認し、最終的に表にまとめた。
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入れて検索すると、わずか4名の研究者が検出され、
訪問教育を重要な研究テーマとしている研究者が少
ない状況にある（検索日2020年9月26日）。関連す
る「重度・重複障害教育」等の検索語でも他に19名
が検出されたのみであった。一方、「特別別支援教
育」で検索すると375名が検出され、特別支援教育
の分野で訪問教育や重度・重複障害教育に関心を持
つ研究者が少ないと言える。重度・重複障害の児童
生徒や訪問教育対象児童生徒の教育活動は困難であ
る要因が多いことからより研究的な手法によりそれ
らの困難に対する様々な工夫が必要であり、今後、
より多くの研究者が自らの研究テーマとして、これ
らの困難の解決に当たる必要があると言える。
　訪問教育に関する最初の文献研究であった加藤

（1997）は、「実践および研究の積み上げは成果を上
げているとは言えない。これらの理由は、一つには、
訪問教育が国の制度として発足して以来常態化して
いる、担当者の経験の浅さに代表的に見られるよう
に、養護学校教育すなわち障害児教育における位置
づけの弱さにあり、他の一つは研究者の側における
重度障害児教育研究の未発展状況である。」と総括
している。このうち、研究論文の少なさ及び研究者
の少なさから、第二の理由は現在でも依然として継
続しているように思われる。また、レビュー対象論
文ではないが、文献検索により検出された訪問教育
に関する最も古いものは中村（1974）の学会発表で
あり、「『訪問教育』の固有な内容を明らかにし、か
つ弾力的な教育の場の運用こそ今後求められるべき
ものである。」と指摘されていたが、本研究の文献
的検討においても、今なお「訪問教育の固有の内容」
は十分明らかにされているとは言えないのではない
だろうか。
　一方、教育実践においては、1999年に高等部で
の訪問教育が完全実施されると、間もなく3つの論
文（保坂, 2000, 2002；小池, 1999）が発表され、
いずれも訪問教育実践を通して、高等部での訪問教
育の意義を明らかにしていた。指導内容としては
古屋（1995）をはじめ、主に養護・訓練の指導が行
われていたが、金森・小林（2006）ではテレビ電話
を活用した教科教育の試みも見られ、指導内容にお

いて自立活動に限らず多様な試みが見られるように
なっていた。また近年では、ICTを活用して自宅・
病院・施設と特別支援学校の教室をつないでの通学
生との合同授業を試み、その効果が研究的に検証さ
れていた（赤滝・三田・長島・山田・渡壁・宮野前, 
2018；金森・小林, 2006）。訪問教育におけるICT
の活用は今後さらに広まることが予想され、その効
果の検証や対象児の実態に合った活用の仕方につい
て研究手法により成果がもたらされることが期待さ
れる。
　実践研究論文における訪問先は家庭、病院、施設
であったが、教員による教育実践だけではなく、
家庭・病院・施設での生活の中での訪問教育の在
り方について、環境、家族・職員との連携等を的
確にデータや資料として示した論文はなかった。
前述のように「特別支援学校小学部・中学部学習指
導要領」（文部科学省, 2018）に「障害の状態や学
習環境等に応じて, 指導方法や指導体制を工夫し」

（p.70, 下線は著者）と示されているように、また川
池・橋本（2017）でも環境面の制約から教材や活動
が制限されることが指摘されていることから、訪問
先での教育実践を取り巻く学習環境についても記述
していくことが必要であろう。学習環境に関する文
献的検討を行った川住（2015）は、物理的環境と人
的環境を明らかにする課題として、①通常の学習の
場（空間）を広げることや普段の生活の場が学習の
場でもあることを伝える場の雰囲気づくりはどのよ
うに行われているか、②通常の学習の場を離れて周
辺の物的社会資源の利用はどのように行われている
か、③人的環境を豊かにするための複数人での訪問
の実態、④遠隔教育やスクーリングでの通学生との
交流の機会と内容、⑤地域の小中高との交流及び共
同学習の機会と頻度、を挙げている。このうち④に
ついて赤滝ら（2018）、樫木（2009）、金森・小野

（2006）、保坂（2000, 2002）で、⑤については赤
滝ら（2019）で取り上げられていたが、他の3点に
ついては取り上げられていなかった。
　また教員の研修についても課題が明らかになっ
た。川池・橋本（2017）が実施した調査では、回答
した130校のうち95.4％が授業における指導上の難
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しさや教師の悩みについて記述しており、特に指導
や関わり方の評価が難しいと感じていることがわ
かった。1996年に国立特殊教育総合研究所が実施
した全国調査では、約70％の学校で話し合いの機
会を設けていたが（川住, 1999）、他の学校や関連
施設との情報交換の場が増えれば、より教員の不安
感も緩和し、専門性向上にもつながるであろう。
　実践研究論文で取り上げられた事例（参加児）の
障害状況は多様であり、多様な障害状況に応じた多
様な工夫を明らかにするために、実践的・事例的研
究がさらに蓄積される必要がある。
　最後に本研究の制限として2点を指摘しておきた
い。第1は、レビュー対象論文選定の最終段階で除
外した日本学術会議協力研究団体に非登録の学会
等雑誌論文が133件と多かったことである。これら
の論文を丹念にレビューすることにより、我が国
の訪問教育の研究動向をより詳細に把握できると思
われる。第2は、訪問教育に特化して1988年に設
立された全国訪問教育研究会も日本学術会議協力研
究団体に非登録であり、年1号発行される「訪問教
育研究」掲載論文のほとんどがCiNiiとJ-STAGEに
搭載されていなかったため、レビュー対象論文から
漏れていた。「訪問教育研究」（全国訪問教育研究会, 
n.d.）には年1回開催の全国大会報告（記念講演、分
科会等）や調査報告、関連する政策等がまとめられ
ており、研究動向だけでなく訪問教育の実態やその
背景、及び保護者をはじめとした関係者の運動等を
知る上では貴重な資料となると考えられる。
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付表　レビュー対象論文の分析結果
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付表（続き）　レビュー対象論文の分析結果
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付表（続き）　レビュー対象論文の分析結果


